
　　　　　　　特集号 『社会システム研究』 2017年 7 月　　　　　　　23

外食産業の持続的成長に向けて

菊地�　唯夫*

第一部　ロイヤルグループ紹介

ロイヤルグループは，1951年の創業以来，「食を通じて国民生活の向上に寄与する」ことを

目指してまいりました．時代が変化する中，その事業領域を外食，コントラクト，機内食，ホ

テルと拡大し，現在は多様なポートフォリオを有するグループに至っています．

第二部　経営ビジョン2020と中期経営計画（ロイヤルグループの事例紹介）
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セグメント 外食

グループ概要 ／ ロイヤルグループの体制
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グループ概要／ロイヤルグループの体制

ロイヤルグループの業績推移 （１９９７～２０１0）
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ロイヤルグループは1990年代の後半から，減収増益，増収減益を 3～ 4年周期で交互に繰り

返してきました．このサイクルは必ずしも持続的成長に結びつかないと考え，増収増益を安定

的に継続できる経営への移行を目指し，2020年にむけたグループ経営ビジョンを策定し，各事

業毎にミッションを設定し，取り組んでいます．

既存店　前年売上超過店舗数

2013年をピークに減少傾向ですが，半数以上の店舗が対前年増収となりました．

「過去実績＝循環サイクル」からの脱却・転換

キャッシュフローが安定的に増加する中，投下資本の方向性がポイントとなります．

グループ事業戦略（外食市場を取り巻く環境）

全国消費支出と外食市場規模，ロイヤルホスト・てんや既存店売上について，2000年を100

とした指数をみると2011年が転換点となり，上昇傾向になっています．

戦略骨子戦略骨子

４セグメント４セグメント

前中期経営計画 ／ 各戦略と事業別ミッション
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時代対応業態
の開発と進化
時代対応業態
の開発と進化

前中期経営計画／各戦略と事業別ミッション

基本方針
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グループビジョンと目指すべき姿

グループビジョングループビジョン

「お客様の満足」を最大の目標とし
時代の変化にしなやかに対応する

日本で一番質の高い“食”＆“ホスピタリティ”グループ
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を目指す

目指すべき姿目指すべき姿

◇ ロイヤル経営基本理念を実践し
日本で一番質の高い“食”＆“ホスピタリティ”グループ

◇ 新たなビジネスモデルの創造により増収増益を視野に入れた
持続的に成長する総合飲食企業のリーディングカンパニー

◇ 食の安全・安心を第一に企業の社会的責任を誠実に果たし
全てのステークホルダーに支持される企業グループ

◇ 誇りをもって働ける企業グループ

◇ ロイヤル経営基本理念を実践し
日本で一番質の高い“食”＆“ホスピタリティ”グループ

◇ 新たなビジネスモデルの創造により増収増益を視野に入れた
持続的に成長する総合飲食企業のリーディングカンパニー

◇ 食の安全・安心を第一に企業の社会的責任を誠実に果たし
全てのステークホルダーに支持される企業グループ

◇ 誇りをもって働ける企業グループ

ロイヤルグループ経営ビジョン2020
2010年9月策定

グループビジョンと目指すべき姿



25外食産業の持続的成長に向けて（菊地）

グループ事業戦略（シニアマーケットとの親和性）

シニアが今後，何にお金を使いたいか，といった調査があり，旅行レジャー，食，子や孫と

のふれあいなどがあり，それらの項目は当社グループに当てはめるとその多くがグループの事

業に当てはまります．

第三部　外食産業の持続的成長にむけて

外食市場の成長と成熟

1997年に29.0兆円だった外食市場は2014年には24.4兆円に減少しています．

生産性の推移（業界比較）

製造業や卸小売業，サービス業全般と比較すると飲食店の生産性が低いのがわかります．

日本の産業構造の変化

日本の GDPの産業別構成比率をみると，第三次産業のシェアが拡大していることがわかり

ます．

日本の豊かさ

主要先進 7カ国の国民 1人当たり GDP順位の変遷を見ると，先ほどの産業構造の変化でみ

たように，生産性の低いサービス産業の比率の上昇とともに，日本の豊かさが低下しつつあり，

これは外食産業の問題ではなく，日本全体の問題といえます．

外食産業は『飲食業を水商売ではなく産業にする』という言葉のとおり，当時は GDP成長，

人口増加，モータリゼーションなどの経営環境とともにチェーン理論やセントラルキッチン建

設，フランチャイズシステムの導入などといった手法で成長をしてきました．経済成長が急速

外食の産業化の歴史

クルー化

経済成長が急速に進む中、外食に対するニーズも急激に高まり、
増加するニーズに対応するためには、画一性、スピード、効率性を
兼ね備えた、チェーン理論に基づく多店舗化による産業化モデルが
最も親和性が高かった。

人口増加

モータリゼーション

人口数停滞・減少

ＧＤＰ成長

経
営
環
境

手
法

チェーン理論

セントラルキッチン

考
え
方

フランチャイズシステム

『飲食業を水商売ではなく産業にする』
セントラルキッチン建設、大卒社員の採用、株式上場など

外食の産業化の歴史
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に進む中，外食に対するニーズも急激に高まり，増加するニーズに対応するためには画一性，

スピード，効率性を兼ね備えた，チェーン理論に基づく多店舗化による産業化モデルが最も親

和性が高かったといえます．

これまでの産業化の限界（仮説①）

経済成長と人口増加とともに，チェーン理論に基づく外食事業の産業化は，社会に大きく貢

献してきました．しかしながら，人口増加の伸び率の低迷に加え，消費者ニーズの多様化や社

会生活の変化，中食との競合など，経営環境が大きく変化し，これまでの産業化モデルだけで

は対処できない時代となっている可能性があります．

製造業における生産性の向上とは異なるサービス産業のジレンマ

製造業と本質的に異なる点は「サービスの提供と消費の同時性」にあります．製造業の場合，

モノを安くつくり，ストックし，高く販売するという一連のプロセス（時間）の中で効率性を

高める術があることに対して，サービス産業の場合，その同時性がゆえに効率性の向上に限界

が生じます．

また効率性の向上と付加価値の向上が相反関係に陥り，効率性向上を志向しすぎる結果，付

加価値の低下に陥るケースが生じます．

サービス産業の生産性向上に向けて

生産性 ＝

売上総利益（粗利）

従業員数

付加価値向上付加価値向上

新規市場開拓新規市場開拓

効率性向上効率性向上

生産性 ＝
売上総利益（粗利）

売上高
×

売上高

従業員数

＝

売上高粗利益率売上高粗利益率 一人当たり売上一人当たり売上

サービス産業の生産性向上に向けて

生産性 ＝ 効率性 ？？

ホスピタリティ産業の生産性向上に向けて

生産性 ＝

売上総利益（粗利）

従業員数

付加価値向上付加価値向上

新規市場開拓新規市場開拓

効率性向上効率性向上

ホスピタリティビジネスの産業化ホスピタリティビジネスの産業化

持 続 的 成 長
（ 従業員還元・株主還元・お客様付加価値向上）

持 続 的 成 長
（ 従業員還元・株主還元・お客様付加価値向上）

ホスピタリティ産業の生産性向上に向けて
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まず「課題①　消費構造の変化」から考えます．

消費支出動向とグループ既存店前年比推移

2000年を100とすると，消費支出は2011年まで下降しますがその後，シニア消費増，インバ

ウンド増によってわずかながら上昇し2015年で69.9%，当社グループの既存店前年比も同じ曲

線をたどっています．

消費支出動向（2000年対比）・訪日外国人

同じく2000年を100とし65歳以上と未満にわけると，全体平均や65歳未満は下降傾向，65歳

以上の消費は増加していることがわかります．訪日外国人も年々増加傾向です．

景気の変化（短期）だけで見るのではなく，市場の変化（長期）にあわせて事業ポートフォ

リオの変革を促していく必要があると考えます．そこで市場の変化にあわせた戦略の細分化を

行いました．

景気変化と市場変化

景気変化

（短期）

景気変化

（短期）

市場変化

（長期）

市場変化

（長期）

●団塊世代のシニア消費活発化

●少子高齢化の進行（高齢者の増加）

●インバウンド増加（爆買い）

●インバウンドの変化

（短期・爆買い ⇒ 長期・滞在型）

景気変化ではなく、市場変化にあわせて、

ポートフォリオの変革を促していく必要がある

景気変化ではなく、市場変化にあわせて、

ポートフォリオの変革を促していく必要がある

市場変化にあわせた戦略の細分化市場変化にあわせた戦略の細分化

●アベノミクスによる株高の消費喚起

景気変化と市場変化

持続的成長に向けての課題

課題

①

課題

①

消費構造の変化消費構造の変化

少子高齢化の進行と消費の２極化

長期の市場変化と短期の景気変動の見極めを行い、市場変化に対
応する形でポートフォリオでの対応が必要

少子高齢化の進行と消費の２極化

長期の市場変化と短期の景気変動の見極めを行い、市場変化に対
応する形でポートフォリオでの対応が必要

課題

②

課題

②

供給サイドの制約供給サイドの制約

労働供給と原材料確保のボトルネック

人材確保と原材料確保というボトルネックはより深刻化する見通し
であり、ボトルネックを意識した戦略が必要

労働供給と原材料確保のボトルネック

人材確保と原材料確保というボトルネックはより深刻化する見通し
であり、ボトルネックを意識した戦略が必要

持続的成長に向けての課題
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持続的成長に向けての課題

次に「課題②　供給サイドの制約」を考えてみます．

人口増加局面では潤沢な労働力の供給があり，産業化におけるポイントは供給力ではなく，

いかに需要を取り込むモデル（画一性・スピード・効率性）を構築するかに依存していました．

これが人口減少局面になると，労働力確保が厳しくなり，かつ原材料確保が厳しくなる時代

に突入し，産業化におけるポイントは需要から供給にシフトしていきます．

日本の人口推移

日本の人口はここ数年，年々減少しており，特に15～64歳の生産年齢人口が減少しており，

2025年には120百万人，生産年齢人口は70.8百万人になります．

パート・アルバイトの業態別年齢分布

パート・アルバイトの業態別年齢分布をみると，飲食店のパート・アルバイトの中心が15～

29歳の若年層に偏っていることがわかります．

今後のホスピタリティビジネスの産業化（仮説②）

人口増加局面 人口減少局面

需要力 供給
力

需要
力

供給力
（潜在成長力）

潤沢な労働力の供給があ
り、産業化におけるポイント
は供給力ではなく、いかに
需要を取り込むモデル（画
一性・スピード・効率性）を
構築するかに依存していた。

労働力確保が厳しくなり、
かつ原材料確保が厳しくな
る時代に突入し、産業化に
おけるポイントは需要から
供給にシフトしていく。

今後のホスピタリティビジネスの産業化

事業別の成長性と人材確保（一つの事例）

（低）

市
場
成
長
力

供給力（人材）

（低）

多店舗化による規模の成長と
親和性のある事業
多店舗化による規模の成長と
親和性のある事業

（高）

（高）

付加価値訴求型事業として規
模ではなく質の成長を志向する
事業。必要に応じて規模の縮
小

付加価値訴求型事業として規
模ではなく質の成長を志向する
事業。必要に応じて規模の縮
小

機械化の推進などにより、効率
化の推進に注力した上での規
模拡大

機械化の推進などにより、効率
化の推進に注力した上での規
模拡大

市場成長が乏しく、供給制約が
ないため競争が激化する領域
であり、差別化による成長が有
効な事業

市場成長が乏しく、供給制約が
ないため競争が激化する領域
であり、差別化による成長が有
効な事業

規模の成長規模の成長

質の成長質の成長

差別化による成長差別化による成長

効率的成長効率的成長

事業別の成長性と人材確保（一つの事例）
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「成長する市場×成熟する市場」と「人材が確保しやすい市場×確保しにくい市場」の 4象

限分析を仮説で考えてみます．市場が成長しても人が確保しやすければ「規模の成長」を考え

る戦略がよい．しかし市場は成熟していて人も確保しにくい場合，ここは「質の成長」を考え

る，という戦略が必要になります．なぜならこのゾーンでは，人を確保できなくなった企業か

ら市場からの退出を求められるので，質を上げたところの残存者メリットがあると考えるから

です．

これまでの産業化はあらゆる市場が拡大をしていった時代に対応した産業化モデルで，これ

を否定するということではなく，これからの産業化はすべての市場が成長する時代は終わり，

選別の時代に移行した産業化モデルの構築が必要だと考えます．

日本生産性本部（安倍首相講演より抜粋）

日本は本格的な少子高齢，人口減少といった課題に直面しています．わが国の経済が持続的

な成長を続けていくために必要な残るピースは何か．それはサービス産業です．

この60年間，日本の製造業の生産性は飛躍的に向上し，世界のモデルとなりました．しかし

ながら，産業構造は大きく変化をしました．今や，わが国の GDPそして雇用の 7割を担うの

は，サービス産業です．しかし，長年の間，日本のサービス産業の生産性は，製造業と比べて

も，また，諸外国と比べても，低い水準です．

日本の構造変化（ １）

日本の人口は減少傾向　→　インバウンド戦略

メニューやホームページ等の多言語対応や海外メディアへのアプローチ，またムスリムの訪

日市場づくりとしてハラル認証を取得し，ハラルミールの展開を行っています．

これまでの産業化モデルとこれから

これまでの産業化これまでの産業化

あらゆる市場が拡大をしていった時代に
対応した産業化モデル
あらゆる市場が拡大をしていった時代に
対応した産業化モデル

これからの産業化これからの産業化

すべての市場が成長する時代は終わり、
選別の時代に移行した産業化モデルの
構築が必要

すべての市場が成長する時代は終わり、
選別の時代に移行した産業化モデルの
構築が必要

生産性 ＝

売上総利益（粗利）

従業員数

付加価値向上付加価値向上

新規市場開拓新規市場開拓

効率性向上効率性向上

成長市場成長市場

成熟市場成熟市場

効率性を重視した成長効率性を重視した成長

選別の時代に対応した戦略選別の時代に対応した戦略

これまでの産業化モデルとこれから
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約10年間の機内食におけるハラルのノウハウや経験を活用し，コントラクト，外食，食品事

業でもハラル需要への対応を拡充しています．

日本の構造変化（ ２）

日本の人口は減少傾向　→　アウトバウンド戦略

天丼てんやのフランチャイズモデルの海外展開やセントラルキッチン製品の海外販売などに

着手しています．

天丼てんや　海外展開

タイ　　　　：日本より 2～ 3割低い価格帯で主要顧客は20-30代男女，ファミリー

インドネシア：主要顧客は子供連れのファミリー，20-30代のカップル

フィリピン：主要顧客は20-30代のカップル，友人，家族などグループ客が多い

それぞれの国ごとに異なる特徴があるので，商品戦略も現地にあわせた開発を行っています．

またそれぞれ国ごとに異なる課題もあります．

関⻄インフライトケイタリング
ハラル機内食提供

大阪府内総合病院
外来レストラン、職員食堂、売店、
ハラルキッチン併設の患者食を受託

2013年

讃岐うどんの「ざ・U-don」
関⻄国際空港内店舗で初の

ハラル認証

機内食事業

2006年

2012年
●● ● ●

2015年

食品事業
福岡セントラルキッチン
ハラル専用の製造ライン
と４種類のミールＢＯＸ
がハラル認証取得

コントラクト事業

外食事業

機内食事業 ホテル事業

ムスリム訪日市場作り ハラル認証

沖縄機内食工場
製造ライン、ハラル認証取得

リッチモンドホテルプレミア
浅草インターナショナル
朝食にハラルミールBOX

の提供

約10年間の機内食におけるハラルノウハウや経験を活用し、
コントラクト、外食、食品事業でもハラル需要に対応

ムスリム訪日市場作り　ハラル認証

ロイヤルグループ海外戦略シナリオ

現在 2〜3年後 5年後〜

海外事業検証
 てんや FC
⇒インターナショナル
人材育成等

 製品輸出を含む
海外事業ノウハウ
の研究

展開エリア拡大
 欧米
 他の地域

展開手法拡大
 独資
 合弁
 海外現地拠点
 越境EC活用

本格展開
その他ブランド

その他事業
専門店

ホテル

機内食・外販

ロイヤルグループ海外戦略シナリオ
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海外事業を進めるうえで

◎ 高度成長期を支えてきた欧米モデルは，今後の日本においては成立しづらい環境になる．

（既になっている）

◎ 日本は少子高齢化の最先端を進んでおり，独自の成長モデルを創造する必要がある．

◎ アジアにおいては，日本より急速に少子高齢化が進んでおり，今後日本と同じ課題に直面

するときが必ず到来する．

→ 少子高齢化が進む中で持続的な成長モデルを国内で作り上げることこそが海外事業取

り組みの大前提である

東京オリンピック

今回の2020年のオリンピックは新興国ではなく成熟国としてのオリンピック．前回とは異な

ります．その時に日本全体はショールームとなり，外食産業の可能性が広がります．

人口減少が続く日本において，外食産業が持続的成長を続けるには，東京オリンピックを好

機と捉え，世界にその魅力を発信し，アウトバウンド・インバウンド戦略に結びつけるか，に

かかっています．

私どもは多くのステークホルダーの皆様との関係性を構築するにあたり，増収増益の継続に

こだわり，持続的成長の実現を目指してまいります．

ステークホルダー経営

安定した
職場・生活

ＲＯＡ・ＲＯＥ
の向上

安定した
取引

地域
お客様
地域
お客様

従業員従業員
高品質な

商品・サービス

増収増益の継続 ＝ 持続的成長の実現

取引先
オーナー
取引先
オーナー

株 主

ステークホルダー経営




